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国土交通省の地球温暖化対策について

平成17年３月10日

資料１

国土交通省
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温室効果ガス全体の排出量見通しについて
（中央環境審議会、総合資源エネルギー調査会の資料より作成）

○ エネルギー起源CO２ （排出量：百万ｔ－CO2）

基準年排出量

(a) 排出量(b) 基準年比(b/a) 排出量( c) 基準年比(c/a)

エネルギー起源CO2全体 1,048 1,174 12.0% 1,056 0.8%

産業部門 476 468 -1.7% 435 -8.6%

民生部門 273 363 33.0% 302 10.8%

家庭部門 129 166 28.8% 137 6.0%

業務その他部門 144 197 36.7% 165 15.0%

運輸部門 217 261 20.4% 250 15.1%

エネルギー転換部門 82 82 -0.3% 69 -16.4%

※運輸部門のエネルギー起源CO2排出量見通しについては、国土交通省と最終的な調整中。

○ 全体項目の削減量等の変更
【現行大綱】 【現行大綱】 【目標達成計画】

エネルギー起源CO2 0.0%

国民努力 -1.4% 0.6%

革新的技術 -0.6%

非エネCO2、メタン、一酸化二窒素 -0.5% -1.2%

代替フロン等３ガス 2.0% 0.1%

森林吸収源 -3.9% -3.9%

京都メカニズム -1.6% -1.6%

計 -6.0% -6.0%

【基準年総排出量比】（ １％ ＝ 12,370千ｔ-CO2 ）

追加対策後の2010年度排出量見込
み

2002年度実績値

　

温室効果ガス全体の排出見通しについて
（中央環境審議会、総合資源エネルギー調査会の資料より作成）

温室効果ガス全体の排出見通しについて
（中央環境審議会、総合資源エネルギー調査会の資料より作成）
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３月10日 社会資本整備審議会環境部会・交通政策審議会交通体系分科会環境部会合同会議

３月中旬 地球温暖化問題への国内対策に関する関係審議会合同会議
（内閣官房主催、計画案の審議）

３月下旬 地球温暖化対策推進本部（計画案とりまとめ）

４月～５月 パブリックコメントを経て閣議決定

今後のスケジュール今後のスケジュール
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国土交通省の地球温暖化対策

運輸部門

自動車単体対策
及び走行形態の

環境配慮化
約８２０万ｔ

（－）（※）

交通流対策
約５１０万ｔ
（約３２０）

物流の効率化
約８４０万ｔ
（約４１０）

公共交通機関
の利用促進等

約２８０万ｔ
（約３３０）

環境負荷の小さい交通体系の構築

約２，４５０万ｔ-CO2 削減
（約１，０６０）

この他、交通流の
円滑化を図るた
め、幹線道路ネッ
トワークの整備等
を着実に実施

（※） トップランナー基準による削
減量については、これまでに実
現した分を含めて

約２，11０万ｔ-CO2削減

自動車交通対策

（国土交通省以外の担当分野を一部含む） 民生部門（住宅・建築物）

住 宅住 宅

建築物建築物

断熱性の向上
空調設備等の

効率化

断熱性の向上
空調設備等の

効率化

約3400万ｔ
CO2削減

一酸化二窒素（笑気ガス）対策

下水汚泥の高温燃焼（８５０℃）
約130万ｔ
CO2削減

産業部門

建設施工分野における低燃費
型建設機械の普及

約20万ｔ
CO2削減

二酸化炭素吸収源対策

都市緑化等の推進
約28万ｔ

CO2吸収

（注） 括弧書き
の数値は2002
年度までに実
現した削減量

クリーンエネルギー自動車を
含む低公害車の普及促進
エコドライブの普及促進等
サルファフリー燃料・バイオマ
ス燃料

鉄道、海運の利用促進
自動車輸送の効率化
国際貨物の陸上輸送距離削減

ＩＴＳの推進

路上工事の縮減
等

鉄道等新線の整備
既存鉄道・バスの利用促進
通勤交通マネジメント 等

住 宅： 約850万ｔ 建築物：約2550万t
・一定規模以上の住宅、建築物の新築・増改築・大規模修繕時
等における届出の義務付け等（省エネ法改正）
・住宅金融公庫融資・証券化ローンの枠組みの活用
・日本政策投資銀行融資、税制等による誘導 等
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連携対策・施策の検討の視点
（交通政策審議会 交通体系分科会 環境部会 中間とりまとめ）

（１） 産業界との連携

•企業の自主的取組により、各企業の創意工夫を活用すべ
き。
•貨物分野では流通効率化物流拠点の整備、３PL事業の

育成・普及等、荷主と物流事業者の連携が必要。
•荷主に係るCO2排出削減量算定手法の確立等による環

境取組の評価制度作りが必要。
•旅客分野では通勤交通マネジメント等の普及等の連携施
策が重要。

（２） 地域との連携

•自動車交通需要の調整対策と公共交通の整備をパッ
ケージで実施する、環境的に持続可能な交通（EST）を地

域に根付かせるため、特区制度等を活用して地域の主体
的取組を関係者が連携して重点的に支援。

（３） NPO等との連携

•柔軟かつ地域に根ざした発想を活用し、国民のライフスタ
イルの変更等についてのインセンティブ付与、環境教育等
での分野で協働。

運輸部門における地球温暖化対策の見直しの視点と対策運輸部門における地球温暖化対策の見直しの視点と対策

○グリーン物流パートナーシップ
・荷主と物流事業者の連携･協働による取組を進めるため、グリーン物

流パートナーシップ会議を開催。
・荷主がCO2削減効果を算出できる指標の策定。
・オープン参加型モーダルシフトや３PL事業（流通業務の包括的受注）

など先進性の高い取組に対して重点的に支援。

○通勤交通マネジメント
・企業が、従業員の通勤を自家用自動車から公共交通機関等へ転換

することにより、環境負荷低減を目指す。

○省エネ法の改正
・一定規模以上の貨物運送事業者及び荷主、一定規模以上の旅客運

送事業者に対して省エネルギー対策を求めるとともに、公共交通機
関の利用推進等への事業者の協力を制度化。

○流通業務総合効率化法（新法）
・輸配送・保管・流通加工の総合的実施、物流拠点の集約化、社会資

本整備との連携を進め、効率的で環境負荷の小さい物流を促進。

○ESTモデル事業の実施
・地域において公共交通機関の利用を促進し自家用自動車に過度に依

存しないなど、環境的に持続可能な交通（ＥＳＴ）の実現を目指す地域
を公募し、関係者が連携して支援策を講じるモデル事業を実施。

・17年度からモデル事業を実施する地域として 12月に11地域を選定。
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百万トンCO2

最小見積り

最大見積り
追加対策
ケース

217

275

264

255

250

267

自然体ケース

2001

現行対策ケース
現行施策（大綱）を講じて
いくことで実現が見込ま
れる見通し

現大綱の対策による削減効果
（10.7～19.7百万トン）

単体対策：80～410万㌧

交通流対策：560万㌧程度

モーダルシフト・
物流の効率化：170～610万㌧

公共交通機関の
利用促進：180～310万㌧

鉄道・航空機のエネルギー
消費効率向上：80万㌧

ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ基準導入による削
減効果は折り込み済

現行対策の効果を顕在化させるための施策（連携
施策等）と新たな対策による更なる削減が必要。

1998 20101990

運輸部門からの二酸化炭素排出量見通し（暫定試算）運輸部門からの二酸化炭素排出量見通し（暫定試算）

交通政策審議会環境部会「中間とりまとめ」（平成16年5月）より
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従来の対策による削減効果
（約1,610万ｔ）

・自動車単体対及び走行形態の
環境配慮化 450万ｔ

・交通流対策 510万ｔ
・物流の効率化 450万ｔ
・公共交通機関の利用促進

180万ｔ
・鉄道・航空機のエネルギー消費

効率向上 20万ｔ

運輸部門からの二酸化炭素排出量実績と見通し運輸部門からの二酸化炭素排出量実績と見通し

追加対策による削減効果*
（約840万ｔ）

・物流トラックの営自転換・積載
率向上 390万ｔ

・通勤交通マネジメント 90万ｔ
・サルファフリー燃料、バイオ燃料等
360万ｔ

217

275

264

250

2002 20101990 2000
京都議定書
による基準年

西暦（年）

運
輸

部
門

の
Ｃ

Ｏ
2
排

出
量

（
百

万
ト

ン
Ｃ

Ｏ
2
）

運輸部門の
排出量実績

261

（目標）

現行大綱における運輸
部門の目標値
2億5,000万t-CO2

2億5,840万ｔ-CO2
2002年度実績を元に、既存
の対策項目について施策を
講じた結果による2010年度
の推計値）

259

268.4

19991998 2001

255

中間とりまとめにおい
て試算された2010年
見通しにおける最大
値と最小値

自然体ケース
対策を講じなかった場
合に見込まれる排出量
（トップランナー基準による
削減効果は織り込み済み）

（＊）自動車のトップランナー基準による燃費改
善における追加対策量を加えると、運輸部門の
追加対策による削減効果は約900万tとなる
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京都議定書目標達成計画における施策の概要（運輸部門）
（単位：万ｔ-CO2）

施策項目
削減計画における
CO2排出削減量

具体的な施策

820 ・クリーンエネルギー自動車の普及促進
（ ※）（－） ・エコドライブの普及促進（アイドリングストップ車の普及、EMS（＊）の構築・普及　等）

・大型トラックの走行速度抑制
・サルファフリー燃料、バイオマス燃料

510 ・自動車交通需要の調整
(320) ・高度道路交通システム（ITS)の推進

・路上工事の縮減
・交通安全設備の整備
・テレワーク等情報通信を活用した交通代替の促進

物流の効率化 840 ・鉄道、海運の利用促進
(410) ・自動車輸送の効率化（トラックの営自転換、大型化、積載率の向上）

・国際貨物の陸上輸送距離削減

260 ・鉄道等新線の整備、既存鉄道・バスの利用促進
(120) ・通勤交通マネジメント

20 ・鉄道単体のエネルギー効率向上
(210) ・航空機単体のエネルギー効率向上

合計 2,450

(1,060)

(
 (*) 

EMS： トラック等におけるエコドライブの計画的・継続的実施とその評価・指導を一体的に行う取組み)

　　（↑括弧書きの数値は、2002年度までに実現した排出削減量）

　　　○ このほか、横断的施策として、 グリーン物流パートナーシップ、ESTの推進、省エネ法の改正、流通業務総合効率化法等がある。

自動車単体対策及び走行
形態の環境配慮化

（※） このほか、自動車単体対策の「トップランナー基準適合車の導入促進」として、2002年度までに実

現した分を含めて 2,110万ｔ-CO2 の削減を見込んでいる。

鉄道・航空のエネルギー消
費効率の向上

公共交通機関の利用促進

交通流対策
（社会資本整備分野、交通規制
分野等を含む）

国土交通省の地球温暖化対策の概要 （運輸部門）国土交通省の地球温暖化対策の概要 （運輸部門）
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自動車単体対策及び

走行形態の環境配慮化
８２０万t-CO2

（－）（※）

自動車単体対策及び

走行形態の環境配慮化
８２０万t-CO2

（－）（※）

公共交通機関の
利用促進等
２８０万t-CO２

（３３０）

公共交通機関の
利用促進等
２８０万t-CO２

（３３０）

物流の効率化

８４０万t-CO２

（４１０）

物流の効率化

８４０万t-CO２

（４１０）

・クリーンエネルギー自動車を含む低公害車の

普及促進

・エコドライブの普及促進等

・サルファーフリー燃料、バイオ燃料の導入

・渋滞の緩和、解消による自動車走行速度の

向上を通じ、ＣＯ２排出を削減

・鉄道等新線の整備

・既存鉄道・バスの利用促進

・通勤交通マネジメント 等

・鉄道、海運の利用促進

・自動車輸送の効率化（トラックの営自転換、大型

化、積載率の向上等）

・国際貨物の陸上輸送距離削減

交通流対策
５１０万t-CO2

（３２０）

交通流対策
５１０万t-CO2

（３２０）

・幹線道路ネットワークの整備、ボトル

ネック対策

渋滞対策等
自動車交通対策

環境と経済の両立を目指し、自主的取り組み、インセンティブ付与、規制措置、新技術の開発・導入等により推進。

道路整備道路整備

従来から進めてきてい
る施策であり、2010年
のCO2排出量算定の

前提

環境負荷の小さい交通体系の構築

（※） トップランナー基準による削減量
については、これまでに実現した分

を含めて 2,110万ｔ-CO2削減

運輸部門 ２，４５０万ｔ削減
（１，０６０）

運輸部門 ２，４５０万ｔ削減
（１，０６０）

（注）括弧書きの数値は2002
年度までに実現した削減量

運輸部門における地球温暖化対策
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[想定されるモデル事業例]

■中小荷主を含めたオープン参加型でモーダルシフトを行
うプロジェクトへの支援

■３PL事業により物流システムの全体最適化を図るプロ
ジェクトへの支援

■その他、輸送方法の転換等によりCO2排出削減を図る
プロジェクトへの支援

■CO2排出量を定量的に算出す
る統一的な手法を作成

■環境保全に対する企業の取組
みを客観的に評価

↓↓↓

市場による評価を通じた市場による評価を通じたCO2CO2排排
出削減の取組みの促進出削減の取組みの促進

CO2排出削減計画のうち先進性の高い取組みに対し重点的･集中的な支援
荷主がたやすくCO2削減効果を
算出できる指標の策定

荷主と物流事業者が協力して対策実施
～「パートナーシップ会議」の開催～

◆荷主企業の積極的な参加による裾野の拡大
◆荷主･物流事業者の協働によるCO2排出削減計画の策定
◆関係省庁の連携による支援

荷 主 物流事業者連 携

荷主側、物流事業者側
それぞれによる

個別の取組みが中心

荷主側、物流事業者側
それぞれによる

個別の取組みが中心

従来

グリーン物流パートナーシップの推進グリーン物流パートナーシップの推進



11

10
地域における交通環境改善の先導的事例を全国に拡大

◇環境的に持続可能な交通の実現を目指す先導的な地域を募集し、関係省庁、関係部局の連携により集中的に支援

◇モデル事業には、環境目標の設定・検証、取組効果の持続性の確保を求め、環境の観点から施策の効果を確保

◇自治体、地元経済界、交通事業者、道路管理者、警察関係者、ＮＰＯ等、地元の幅広い関係者が参加して事業を推進

環境改善目標の設定（CO2排出削減量等） 取組主体（事業者等）の継続的・自立的取組の確保

バスの活性化

ＬＲＴの整備・
鉄道の活性化
等

道路整備等

環 境 の 改 善

サービス改善
ＬＲＴプロジェクトの
推進

交差点改良等

違法駐車対策の
推進

公共交通機関の利用促進 自動車交通流の円滑化 歩行者・自転車対策

ICカードの導入
ﾊﾞｽﾛｹｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ

オムニバスタウン

ＰＴＰＳ

地域の合意に基
づくﾄﾗﾝｼﾞｯﾄﾓｰﾙ
の導入

路上工事の縮減

バス専用・優先
レーン

低公害車の導入

低公害車等の
導入

CNGバスの導入促

進

関連の基盤整
備等

歩道、自転車道、駐
輪場等の整備

交通規制等

バス停改善

通勤交通
マネジメント

従業員のマイ
カー通勤の自粛
等

パークアンドラ
イド

低公害車両の優
遇ノンステップバス

共通ICカード

モデル事業のメニュー例

普及啓発活
動

広報活動の実施

普及啓発

シンポジウム、イ
ベントの実施等

交通結節点整備
ボトルネック踏切
の解消

LRTプロジェクトの推進 ﾊﾞｽﾛｹｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ バス専用・優先レーン 歩道、自転車道の整備 CNGバス等の低公害車の導入

環境的に持続可能な交通（EST）モデル事業
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ＥＳＴモデル事業の事業構想一覧　（平成１６年度選定）

テーマ 応募主体 概　　要

1
人と環境を重視した新しい時代の都心交
通の創出　「さっぽろ都心交通計画推進
事業」

札幌市
公共交通を軸とした交通システムの充実、適正な自動車等の利用による交通の円滑化、道路空間の
再配分による都心再生の具体化等により、人と環境を重視した新しい時代の都心交通の創出を目指
すもの

2
公共交通を重視した総合交通体系の構
築

仙台市
公共交通による移動時間短縮施策、公共交通サービス向上施策、ＴＤＭ施策、景観・緑化事業等の
推進により軌道系交通機関を機軸とした集約型市街地の形成や杜の都にふさわしい緑美しい都市の
実現を目指すもの

3
「つくばエクスプレス」開業に伴う総合的
な公共交通機関の利用促進

柏市
流山市

つくばエクスプレス開業に併せたバス路線の再編を中心に、ＰＴＰＳ（公共車両優先システム）やコミュ
ニティバスの導入、駅前広場や駐輪場の整備等による公共交通機関への利用転換や自転車を活用し
たまちづくり、低公害車の導入等による環境負荷の軽減を図るもの

4
三郷市・八潮市全域を対象地域とした持
続可能な交通環境づくりモデル事業

三郷市
八潮市

つくばエクスプレス開業に併せたバス交通ネットワークの再編、バス共通ICカードの導入、交通モード
相互の情報提供システム整備等による公共交通利用促進策、三郷駅周辺の交通円滑化を進め、環
境的に持続可能な交通環境の創出を目指すもの

5
富山市における環境的に持続可能な交
通（ＥＳＴ）モデル事業

富山市
富山港線へのＬＲＴ導入等公共交通の整備や交通拠点整備等による公共交通機関への転換や、都
市内道路空間の整備等交通円滑化、都心居住の推進、中心市街地の活性化を図り、環境にもやさし
く持続可能な都市構造を目指すもの

6
地方都市圏における公共交通利用促進
による地球温暖化防止実践活動の検証
と定着

三重県
三岐鉄道の整備及び駅周辺事業を中心に、鉄道・バス利用者の利便性向上を図るとともに、パーク・
アンド・ライドや普及啓発活動に取り組むことにより、三重県北勢地区において環境負荷の小さい交通
への転換を目指すもの

7
交通モデル都市環境改善プロジェクト「人
と環境にやさしい先進的な交通まちづくり
を目指して」

豊田市
通勤交通管理等のＴＤＭ施策の推進や、ＩＴＳ技術を活用した総合交通対策に取組み、公共交通の利
用促進や道路交通の円滑化等とあわせ、「人と環境にやさしい先進的な交通まちづくり」を進めるもの

8
京都都市圏における環境負荷が小さく便
利で快適な移動環境づくり

京都府
京都議定書策定の地で、過度に自動車に依存したライフスタイルや土地利用を見直し、鉄道へのアク
セス改善や通勤交通需要マネジメント等を含めた総合的な施策の組合せにより、環境負荷が小さく持
続可能な都市圏づくりを進めるもの

9
古都奈良における平城遷都１３００年記
念事業に向けた交通流対策

奈良県
多くの来訪者が見込まれる平城遷都1300年記念事業に向け、公共交通機関の利用促進を図ることを
基本に、道路等交通基盤整備やマイカー通勤の自粛等、ハード・ソフト両面から効果的に施策を進め、
環境的に持続可能な交通を目指すもの

10
神戸の都心地域における環境的に持続
可能な交通体系の確立

神戸市
歩行者に利用しやすいまちづくりと利便性の高い交通手段の整備の連携により、自動車からのCO2排
出削減を図るなど神戸の都心地域における環境的に持続可能な交通体系を確立しようとするもの

11 松山まちづくり交通計画の推進 松山市
公共交通優先システムの導入、交通結節点整備等の公共交通機関の利用促進や、交差点改良等の
道路整備等、総合的な交通施策を講じることにより、交通分野の環境負荷低減を図るもの
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1 札幌市

2 仙台市5 富山市

4 三郷市・八潮市

3 柏市・流山市

7 豊田市

6 三重県

8 京都府

11 松山市

10神戸市

9 奈良県

ＥＳＴモデル事業

実施地域一覧（地図）
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企業に自家用自動車対策として
公共交通機関の利用推進等の努
力義務

荷主の判断基準荷主の判断基準

○省エネ目標
○省エネ措置
・モーダルシフト、営自転換

・共同発注等への取組 等

輸送者の判断基準輸送者の判断基準

○省エネ目標

○省エネ措置
・低公害車等の導入

・エコドライブの推進

・貨物積載効率の向上

・空輸送の縮減 等

貨物、旅客別、
輸送機関別に
作成

一定規模以上の貨物輸送を発注
する荷主にもモーダルシフト、営
自転換の促進等の観点から発注
にかかる省エネ計画の作成、エ
ネルギー消費量等の報告等の義
務づけ

一定規模以上の輸送能力を有す
る輸送者（自家物流を含む）に省
エネ計画の作成、エネルギー消
費量等の定期報告等の義務づけ

改正のポイント

エネルギーの使用の合理化に関する法律改正（運輸分野）の概要エネルギーの使用の合理化に関する法律改正（運輸分野）の概要

改正概要改正概要

一定規模以上の輸送能力
を有する輸送者

一定規模以上の輸送能力
を有する輸送者

一定規模以上の貨物輸送を
発注する荷主

一定規模以上の貨物輸送を
発注する荷主

主務大臣への報告主務大臣への報告

企業が公共交通機関の
利用推進等の努力義務

企業が公共交通機関の
利用推進等の努力義務省エネ計画の作成省エネ計画の作成

○エネルギー使用量（原単位）

○省エネ措置の取組状況

※省エネの取組が著しく遅れている場合

勧告、命令、罰則
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○総合物流事業の展開による
国際競争力の強化

○物流拠点施設の集約化や配
送ネットワークの合理化等によ
り、コストを２割程度削減

流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律案 概要流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律案流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律案 概要概要

法律の概要
非効率的な物流 効率的で環境負荷の小さい物流

工場 小売店

支援措置

○事業許可等の一括取得
倉庫業・貨物自動車運送

事業・貨物利用運送事業
の許可等のみなし

○物流拠点施設に関する税制特例
法人税・固定資産税等の特例
（営業倉庫等）

○立地規制に関する配慮
市街化調整区域における施設整備の

ための開発許可についての配慮

○資金面等の支援
中小企業信用保険の保険限

度額の拡充
食品流通構造改善促進法の

特例による債務保証 等
○政策金融

中小企業金融公庫等による低
利融資

○人材育成（16年度より実施中）

物流事業の総合的実施の促進 社会資本と連携した物流拠点施設の整備 中小企業者等に対する支援

背景

京都議定書が２月に発効し、運輸部
門における温暖化ガス（二酸化炭
素）排出量の削減が急務

産業の空洞化に歯止めをかけ、我が国の国際
競争力を強化するため、総合的・効率的物流
システムの構築が急務

土地の機能的活用等による地域経済
の活性化の観点から物流拠点整備へ
のニーズの高まり

○ＣＯ２排出量が２割程度
削減

○物流部門におけるＣＯ２排出
量削減に寄与

○低未利用地の活用（工業団
地、流通業務団地）

○物流拠点施設における地域
雇用の創出

効効

果果

環境負荷の低減

物流改革の推進

地域の活性化

小売店

工場

物流拠点
施設

輸入

＜基本方針＞
○輸配送・保管・流通加工を総合
的に実施すること
○物流拠点を集約化し、高速道
路・港湾等の近傍への立地を促
進すること
○共同輸配送等による配送ネッ
トワークを合理化すること 等

計画作成 認定
荷捌き用上屋

流通加工場

従来型倉庫
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全国レベル、各地域レベルそれぞれ
に設置し、企業、交通事業者、行政、
利用者のパートナーシップによる取
組みを推進する。

公共交通利用推進等マネジメント協議会について

運輸分野全体からのＣＯ２排出量は、低燃費車・低公害車の
開発・普及等の効果もあり、全体としては抑制傾向を示して
いるものの、自家用車については、１０年間で約４割から約５
割へと１０ポイント急増しており対策が急務。

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

レジャー

買物・その他

送迎

通勤・通学

業務

人流分野におけるＣＯ２排出削減に向けた取組みの新たな展開

運輸分野におけるＣＯ２排出量の推移

省エネ法改正
（企業による公共交通利用推進の努力義務）

企業サイドとの連携等新しいアプローチによる公共交通利用推進等の先進的な取組みの出現
低公害車等によるカーシェアリングの推進

SHIFTSHIFT

通勤交通マネジメント

京都議定書の発効
京都議定書目標達成計画の策定

このような新たな取組みと、公共交通機関の利便性向上等との連携による幅広い展開が求められる。

（全国）行動指針の策定、啓発活動の実
施、具体的活動・支援のあり方、ＣＳＲ
評価との連携等の検討
（各地域）行動指針の策定、具体的活動
の実施

公共交通利用推進等
マネジメント協議会

○ 特に、自家用自動車交通
に起因するＣＯ２排出量のう
ち、通勤や業務用、買物によ
るマイカー使用が全体の相当

数を占めている。



17

16

温室効果ガスの排出状況と取組

・家庭部門及び業務その他部門からなる民生部門を中心に、
世帯数や床面積の増加等によるエネルギー需要の増加によ
り排出量の増大が著しく、京都議定書の削減約束の達成に
は多くの課題。

・社会資本は国民や企業の諸活動の基盤であり、社会資本整
備分野における地球温暖化問題への取組については、大綱
に位置付けられた関係対策・施策に限らず、住宅・建築物
も含め、社会資本の整備・管理・利用を含めたさまざまな
取組を講じていく必要がある。

対策・施策の見直しの視点

・各主体への的確な動機付け
・国民経済的観点からの最適な施策の選択
・あらゆる協働の結集

①国民各層、各主体との連携と協働
②フローとストック、ソフトとハードの協働
③短期施策と長期施策との協働
④施策目的の協働

・環境に対する感度の高い市場の整備
・施策の集中投入によるトップランナーとしてのモデル地域の育成

新たな地球温暖化対策の主な取組

（１）住宅・建築物分野の省エネ対策強化
・建築物のストック対策を強化するため、一定規模の非住宅建
築物の大規模修繕等を行う者に対して、所管行政庁への省エ
ネ措置の届出を義務付けるとともに、一定規模の住宅につい
ても非住宅建築物と同様に所管行政庁への省エネ措置の届
出を義務付ける。

（２）下水道分野における総合的な温暖化対策の推進
・下水汚泥の燃焼の高度化についての基準化や、下水汚泥の
処理過程で発生するバイオガスの発電利用、夜間電力の活用
など、下水道分野における総合的な温暖化対策を推進する。

（３）都市緑化等の推進
・新たに創設された緑化地域制度や立体公園制度の活用等
多様な手法を活用しつつ、都市公園の整備、道路、河川、砂
防、港湾等公共公益施設の緑化、建築物の屋上、壁面等の新
たな緑化空間の創出等を総合的に推進する。

（４）建設施工分野における地球温暖化対策
・低燃費型建設機械の使用を奨励し、公共工事において積
極的に活用することにより、低燃費型建設機械の普及を促
進する等、建設施工分野におけるＣＯ２削減を推進する。

社会資本整備分野における地球温暖化対策の見直しの視点と対策社会資本整備分野における地球温暖化対策の見直しの視点と対策
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運輸部門民生部門（住宅・建築物）

住 宅住 宅

建築物建築物

断熱性の向上

空調設備等の
効率化

断熱性の向上

空調設備等の
効率化

約3400万ｔ
CO2削減

一酸化二窒素（笑気ガス）対策

[一酸化二窒素の温室効果は二酸化炭素の３１０倍]

下水汚泥の高温燃焼
（８５０℃）

約130万ｔ
CO2削減

二酸化炭素吸収源対策

都市緑化等の推進
約28万ｔ
CO2吸収

社会資本整備分野における地球温暖化対策

交通流対策 約340万ｔ
CO2削減

産業部門

建設施工分野における低燃
費型建設機械の普及

約20万ｔ
CO2削減

○住宅約850万ｔ：一定規模以上の住宅の新築・増改築・大
規模修繕時等における届出の義務付け等（省エネ法改正）、
住宅金融公庫融資・証券化ローンの枠組みの活用 等
○建築物約2550万ｔ：一定規模以上の建築物の大規模修繕
時等における届出義務付け等（省エネ法改正）、日本政策
投資銀行融資、税制等による誘導 等

・自動車交通需要の調整
・ＩＴＳの推進
・路上工事の縮減
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国土交通省の地球温暖化対策の概要 （社会資本整備分野）

（単位：万t－C02）

削減計画における
CO2排出量削減量

住宅の省エネ性能の向上 850

建築物の省エネ性能の向上 2,550

運
輸
部
門

340

産
業
部
門

20

130

28

3,918

・一定規模以上の建築物（非住宅）の大規模修繕時等の省エネルギー措置の届出の義
務付け等（省エネ法の改正）
・日本政策投資銀行の融資、税制等による誘導
・住宅・建築物に関する総合的な環境性能評価手法　等

交通流対策（再掲）
・自動車交通需要の調整
・高度道路交通システム（ＩＴＳ）の推進
・路上工事の縮減

・下水汚泥の燃焼の高度化について基準化

・都市公園の整備、道路、河川・砂防、港湾等における緑化の推進
・既存の民有緑地の保全、建築物の屋上、壁面等の新たな緑地空間の創出等の推進
等

施策項目

民
生
部
門

具体的な施策

エ
ネ
ル
ギ
ー

起
源
C
O
2

建設施工分野における低燃費型建設機械
の普及

・公共工事への活用
・低燃費型建設機械の普及に対する支援措置

・一定規模以上の住宅の新築・増改築、大規模修繕時等の省エネルギー措置の届出の義務付
け等（省エネ法の改正）
・住宅金融公庫融資・証券化ローンの枠組みの活用による省エネルギーに配慮した住宅への
誘導
・住宅・建築物に関する総合的な環境性能評価手法　等

合計

都市緑化等の推進

下水汚泥焼却施設における燃焼の高度化
N
2
0

吸
収
源
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住宅・建築物分野の省エネ性能の向上

ストック対策新築対策

省エネ法の改正
・一定規模以上の住宅・建築物：

大規模修繕等の際の省エネ措置の届出の義務付け

・届出後の維持保全状況の定期報告の義務付け

・住宅・建築物に関する総合的な環境性能評価手法（CASBEE）の開発・普及

・民間事業者等による環境問題等に対応するための先導的技術開発に対する支援

・国民に対する省エネルギーに関する情報提供の強化等

・国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）の断熱材に係る基準

をノンフロンに見直し。(17年2月)

・二酸化炭素の吸収源対策等：木造住宅の振興等

・住宅の建築設備に係る省エネ基準の充実

・住宅性能表示制度の活用

・住宅金融公庫融資や証券化ローンの枠組みの活用

＜住宅＞
・維持保全等について、建築主等の判断の基準及び「設計、施工及
び維持保全の指針」の公表

＜住宅＞

・一定規模以上の新築・増改築時の省エネ措置の届出の義務
付けとその徹底

・地方公共団体による指示・公表制度の活用促進

・日本政策投資銀行の融資、税制等による誘導

＜建築物＞ ＜建築物＞
・維持保全等について建築主等の判断の基準の公表

＜住宅・建築物共通＞

・一定規模以上の住宅：

新築、増改築の際の省エネ措置の届出の義務付け

2008年度：新築住宅の５割を目標

2006年度：新築建築物の８割を目標

 

平成11年基準を満たす住宅の整備

平成11年基準を満たす建築物の整備

・日本政策投資銀行の融資、税制等による誘導

・ＥＳＣＯ事業との連携などによるグリーン改修

・既存官庁施設の適正な運用管理の徹底

（官庁施設）

（官庁施設）
・環境配慮型官庁施設（グリーン庁舎）の整備
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住宅・建築物分野の省エネルギー対策の強化

住宅

2,000㎡以上の建築物（非住宅）

・新築・増改築の際、省エネ措置に係る事項を所管
行政庁に届出

・省エネ措置が著しく不十分 → 指示・公表

2,000㎡以上の建築物（非住宅）

・新築・増改築及び大規模修繕等の際、省エネ措
置に係る事項を所管行政庁に届出

・省エネ措置が著しく不十分 → 指示・公表

2,000㎡以上の住宅

・新築・増改築及び大規模修繕等の際、省エネ措
置に係る事項を所管行政庁に届出

・省エネ措置が著しく不十分 → 指示・公表

拡充

○上記届出をした者は、届け出た省エネ措置に関する維持保全の状況を定期に所管行政庁に報告。（維持保全
の状況が著しく不十分な場合は、所管行政庁が勧告）

建築物

〈現行〉 〈改正後〉

【省
エ
ネ
措
置
の
努
力
義
務
】

【省エネ措置の届出義務（一定規模以上が対象）】

ストック対策の強化
一定規模（床面積2,000㎡以上）の非住宅建築物の大規模修繕等を行う者に対し、所管行政庁への省エネ措置

の届出を義務付け（現行は、新築・増改築する者に対してのみ義務付け）
住宅に関する対策の強化

一定規模（床面積2,000㎡以上）の住宅についても、非住宅建築物と同様に所管行政庁への省エネ措置の届出

を義務付け（現行は、努力義務のみ）

※大規模修繕等：外壁、窓等の大規模の修繕・模様替、空気調和設備等の設置又は大規模の改修
※省エネ措置：建築物の外壁、窓等の断熱化、空気調和設備等の効率的な利用

【改正のポイント】

【改正内容】

 

※所管行政庁：建築主事を配置し、建築確認等を行う都道府県等
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一酸化二窒素（N2O）の排出抑制対策

下水道施設における省CO2対策の推進

燃焼の高度化を積極的に推進するため、下水汚泥焼却
施設における燃焼の高度化について基準化

☆超微細気泡散気装置等の省エネ機器の導入
☆下水汚泥の処理過程で発生するバイオガスの発電利用
☆NaS電池を活用した夜間電力の利用
☆汚泥をバイオマスエネルギー等として最大限活用する

技術の開発（LOTUS Project） 等

○下水汚泥の処理過程で大量に発生するN2O
の温室効果は、CO2の310倍

○高分子流動炉において燃焼の高度化(燃焼温度を
800℃→850℃に上げるなど)により、N2Oを約６割削減

下水汚泥の燃焼の高度化や、下水汚泥の処理過程で発生するバイオガスの発電利用、夜間電力の利用
など、下水道分野における総合的な温暖化対策を推進。

下水汚泥の燃焼の高度化や、下水汚泥の処理過程で発生するバイオガスの発電利用、夜間電力の利用
など、下水道分野における総合的な温暖化対策を推進。

下水道分野における総合的な温暖化対策の推進

★下水汚泥焼却施設における燃焼の高度化

１１
310310

Ｎ2Ｏ ⇔

同等の
温室効果

ＣＯ2

下水汚泥焼却炉

バイオマスエネルギーを利用した発電

消化ガスタンク 発電機

メタンガス
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緑の多様な機能（やすらぎやうるおいの向上、生物多様性の確保、ヒートアイランド現象の

緩和等）を踏まえ、緑豊かで快適な都市形成のための都市緑化等を総合的に推進

○「緑の政策大綱」、「緑の基本計画」等に基づく緑化の推進

○都市公園の整備、道路、河川・砂防、港湾等における緑化の推進

○既存の民有緑地の保全、建築物の屋上、壁面等の新たな緑化空間の創出

（例）・借地公園や市民緑地制度等を活用した遊休地等における緑化の推進

・緑化地域制度や立体都市公園制度を活用した多様な主体による市街地の緑の創出

・緑化施設に係る固定資産税の特例措置の延長及び拡充 等

○国際的指針（IPCC良好手法指針等）に即した都市緑化等における

吸収量の報告・検証体制の強化

○市民、企業、NPO等の幅広い主体の参画による都市緑化等の取組の推進、

国民参加型の緑化運動を通じた地球温暖化防止活動に関する普及啓発

都市緑化等の推進

植林等の二酸化炭素吸収源対策については、ＣＯＰ７において合意され

た「森林経営」に係る1,300万t-C（4,767万ｔ-C０２、対基準年総排出量比約

3.9％)とは別枠で、「植生回復」として、都市緑化等が位置づけられる。

このため、都市公園の整備、道路、河川・砂防、港湾等の緑化、既存の

緑地の保全、民有地の緑化等を積極的に推進。

※本推計値は、 公共
公益施設における
緑化面積等を踏ま
えた試算

【参考】都市緑化等による二酸化炭素の吸収（推計）

●樹木がCO２を吸収・固定する

仕組み

樹木などの植物は、光合成
により、大気中から吸収す
る二酸化炭素(C0２)、土壌
から取り込む水分と太陽の
光を使って有機物を作り出
し、酸素(0２)を放出する。

■吸収源対策としての都市緑化等の位置づけ

■吸収源対策としての都市緑化等の総合的な推進

■緑による温室効果ガスの吸収効果

セルロースＣ６Ｈ１０Ｏ５、
ヘミセルロース、

リグニンなど



24

23

●取組の重点的・先行的な対象は、土工用建設機械３機種を予定
・以下の土工用建設機械 ３機種で、

建設機械ＣＯ２排出量全体の「約６割」

●取組の重点的・先行的な対象は、土工用建設機械３機種を予定
・以下の土工用建設機械 ３機種で、

建設機械ＣＯ２排出量全体の「約６割」

建設機械のCO2排出割合

1994年度
～1998年
度の平均

特装運搬車
4%

ブルドーザ
5%

ホイールクレーン
5%

空気圧縮機
4%

建設専用ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ
2%

ローラ
1% その他(9機種)

3%

トラクターショベル
（クローラローダ）

2%

（ホイールローダ) 7%

小型バックホウ
6%

発動発電機
7% バックホウ

54%

トラクターショベルトラクターショベル ブルドーザバックホウ

・バックホウ
・トラクターショベル
・ブルドーザ

◎二酸化炭素排出量削減の効果
・地方公共団体発注工事等でも同様の対応を期待。
・上記の取組により普及した建設機械は、民間工事でも使用される。

◎二酸化炭素排出量削減の効果
・地方公共団体発注工事等でも同様の対応を期待。
・上記の取組により普及した建設機械は、民間工事でも使用される。

建設施工分野における低燃費型建設機械の普及建設施工分野における低燃費型建設機械の普及

○建設施工分野における低燃費型建設機械の普及
低燃費型建設機械の使用を奨励し、公共工事において積極的に活用することにより、低燃費型建設機械の普及を促進する

等、建設施工分野における二酸化炭素削減を推進する。

○建設施工分野における低燃費型建設機械の普及
低燃費型建設機械の使用を奨励し、公共工事において積極的に活用することにより、低燃費型建設機械の普及を促進する

等、建設施工分野における二酸化炭素削減を推進する。

施策概要

効 果

二酸化炭素排出削減量 ： 約２０万CO２トン



25

24

◎建設副産物小口巡回共同回収システムの構築
・建設副産物をリサイクル用途に合わせて分別し、少量化・多品目化した建設副産物を分別し
た状態のまま効率よく回収する建設副産物小口巡回共同回収システムを構築する。

◎建設副産物小口巡回共同回収システムの構築
・建設副産物をリサイクル用途に合わせて分別し、少量化・多品目化した建設副産物を分別し
た状態のまま効率よく回収する建設副産物小口巡回共同回収システムを構築する。

概 要概 要

その他の対策

◎エネルギーの面的な利用の推進（経産省と連携）
・エネルギー需要密度の高い都市部において、複数施設・建物への効率的なエネルギーの供給、

施設・建物間でのエネルギーの融通、未利用エネルギーの活用などを進めるため、地域冷暖房
をはじめとしたエネルギーの面的な利用を促進し、地域におけるエネルギーの利用効率の改善、
発生CO2の低減を図る。

◎エネルギーの面的な利用の推進（経産省と連携）
・エネルギー需要密度の高い都市部において、複数施設・建物への効率的なエネルギーの供給、

施設・建物間でのエネルギーの融通、未利用エネルギーの活用などを進めるため、地域冷暖房
をはじめとしたエネルギーの面的な利用を促進し、地域におけるエネルギーの利用効率の改善、
発生CO2の低減を図る。


